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いること，課題に対して教員間による協働，教員とスクールカウンセラ （ー以下 SC と略記）
協働により，児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，相談等が主に生徒指導や教育

















第 2章 ・・・教員と SC協働による学校支援に関する先行研究の概観 
第 2 章では，教員間の協働，教員と SC 協働，協働の内容と関連要因，協働的な関わり方，











第 3章 ・・・SCから見た学校支援に関する研究 
第 3 章では， SC から見た学校支援の現状や協働的な背景について探索するために，13
名による SC 及び経験者対象の面接調査を行った。その結果学校支援では，情報共有，役割
分担，支援のための疎通性，管理職の協働的配慮，設置者の関わり，学校規模，協働の促
進要因と阻害要因という 8 つのコアカテゴリ，協働的な背景では SC の職業的発達，教員や
SC の専門性，学校と個別相談機関の支援形態，SC から見た学校種の特性，学校支援に特
化した学校の 5 つのコアカテゴリが生成された。考察では，学校支援の影響は教員間，教
員と SC 間全てに影響を及ぼすこと，教員と SC 間に協働を促す養成教育・研修が必要にな
ることが示された。 
 
第 4章 ・・・教員間協働と SC協働との関連性 









第 5章 ・・・教員間協働と SCの協働との関連性 
第 5 章では，教員間と教員と SC 協働について，学校支援の視点からの関連性を量的分析
により検討するために，小中高等学校教員 363 名を対象に実態分析（χ2検定），因子分析，
相関分析，分散分析，共分散構造分析を行った。その結果，学校支援体制の充実度と教員










第 6章 ・・・本研究の総括 
第 6 章では，本研究の調査部分である 3～5 章までの結果をまとめ，課題と展望を述べる



















は，154 校だったが，2013 年には 20,310 校に配置されている（文部科学省，2014）。 
公立小中学校における暴力行為，不登校，いじめの発生状況に関する全国調査では，SC





Table0-1 平成 14～16年度 SC派遣校における問題行動等の派遣前（平成 13年度）と 
派遣後（平成 16年度）の発生状況比較（文部科学省，2007より抜粋） 
問題行動等 年度 
SC 派遣校における発生状況 全国における発生状況 
2 年以上派遣 増減率 SC 派遣無 増減率 
暴力行為発生
件数（学校内） 




平成 16 年 10924 件 28084 件 
不登校 
児童生徒数 




平成 16 年 48294 人 123358 人 
いじめ発生 
件数 


















































学校支援における SC の位置づけについて述べる。 
 
第１節 教員とスクールカウンセリングの協働から見た学校支援の特徴 
第１項. スクールカウンセリングから見た教員と SC協働 
スクールカウンセリングとして行われる児童生徒の問題行動への対応や心理面のケア，
相談に関する教員と SC 協働としては，教員と SC 協働，学校組織内部の協働，学校組織内
外の協働に関する事例や実践が報告されている。 


































































































































































































































































































































































































を踏まえて作成した教員と SC 協働による学校支援に関する調査を行い，教員と SC，教員
間との協働の在り方と学校支援との関連を明らかにする。これらの構成を Figure1-2 に示
す。各章の構成については，以下に述べる。 
第 2 章では，教員間の協働，教員と SC 協働と，協働の内容，関連要因，協働的関わり方，
学校支援のあり方について，先行研究を概観する。 
第 3 章では，第 2 章で行った先行研究の概観を踏まえて，教員間および教員と SC 協働や
学校支援の現状と促進要因･阻害要因を探索するために，SC から見た勤務校の状況につい
ての半構造化面接での質的研究を行う。そして，教員と SC，教員間の協働や学校支援につ





第 5 章では，第 2 章，第 3 章，第 4 章の結果を踏まえて，教員を対象に，教員間，教員
と SC 協働と学校支援の関連性を実証することを目的に，量的研究を行う（第 5 章）。 
































第４章第 1 節 教員から見た教員
と SC 間協働と学校支援（研究３） 
第 3 章第 2 節 SC から見た 
協働的背景の現状（研究２） 
第 4 章第 2 節 教員から見た教員
間協働と学校支援（研究４） 
第 1 章 スクールカウンセリングおよび 
学校支援における教員と SC 協働 




































第１項. 検索方法  






















 以上のような手続きに沿って論文の選定を行ったところ，最終的には 42 編の教員間の協
働・連携，31 編の教員と SC 協働・連携に関する研究が選定され，それらの研究の分析を










































 校種として，小学校は 30 編，中学校 31 編，高等学校は 10 編と少なかった。各対象校種
の中には，小中学校や中高等学校，小中高等学校といった複数の校種にまたがるものもあ
った。 
 調査人数として，質問紙調査は，一番少ないもので岡（1983）の 47 名であった。反対に
一番多いものは佐古（2006）の 955 名であった。半構造化面接では，甘佐･長江･土田（2011）
の 4 名が一番少なく，船木（1985）が 18 名と一番多く見られた。 





























































































































































































































































































































































































































岡 1983 ● ● ● ● 47 ●
船木 1985 ● ● ● ● 18 ●
佐藤 1986 ● ● ● ● ● 96 ●
本間 1990 ● ● ● ● 287 ●
石隈･永松･今田 1999 ● ● ● ● ● 1 ●
内田･海老瀬 1999 ● ● ● 80 ●
渡邉 2001 ● ● ● ● ● ● 1 ●
木岡 2002 ● ● ● 1 ●
吉田･八並 2003 ● ● ● 1 ● ● ●
紅林･下村･中川 2003 ● ● ● ● 2 ●
瀬戸 2003 ● ● ● ● 7 ●
橋本・小枝 2004 ● ● ● ● 438 ● ●
藤井･古田･榊原 2004 ● ● ● ● 259 ●
姉崎 2005 ● ● ● ● ● 54 ●
内田・樋口 2005 ● ● ● ● 71 ●
林･木戸･中村他 2005 ● ● ● ● ● 617 ● ●
佐古 2006 ● ● ● 955 ●
西川･前馬 2006 ● ● ● ● 17 ● ● ●
内田･井上 2006 ● ● ● 76 ●
久我 2007 ● ● ● ● ● 15 ●
滝川 2007 ● ● ● ● ● ● 1 ●
小柳 2008 ● ● ● ● 3 ●
西山 2008 ● ● ● ● ● ● 3 ●
毛利 2008 ● ● ● ● 222 ●
赤塚・大石 2009 ● ● ● ● 1 ● ● ● ● ●
西山・淵上・迫田 2009 ● ● ● ● ● 214 ●
山本・長積・大橋他 2009 ● ● ● ● ● ● ● 20 ● ●
渡部 2009 ● ● ● ● ● ● 567 ●
石塚・西村 2010 ● ● ● 9 ● ● ●
橋長･荊木･森田 2010 ● ● ● 6 ●
坂本･阿蘇 2010 ● ● ● 81 ●
松田 2011 ● ● ● 163 ● ●
山根・本多 2011 ● ● ● ● ● 90 ● ●
浦野 2011 ● ● ● 1 ●
甘佐･長江･土田 2011 ● ● ● 4 ●
古井 2011 ● ● ● 181 ●
諏訪･難波･別惣他 2011 ● ● ● 465 ● ●
葛生･佐古･小野瀬他 2012 ● ● ● 4 ● ● ●
佐古･中妻･寺田 2012 ● ● ● 1 ● ●
佐々木･武田 2012 ● ● ● 5 ●
前田･佐古･小野瀬他 2012 ● ● 4 ● ● ●
塚原・中村・伊豆他 2013 ● ● ● 1 ●
髙野・堀井 2013 ● ● ● 14 ●
小玉・中村・高橋他 2014 ● ● ● ● ● ● 9 ● ● ● ●
佐古･住田 2014 ● ● ● 1 ●
星 2015 ● ● ● 1 ●
加賀 2015 ● ● ● ● ● 2 ●
佐古 2015 ● ● ● ● ● 37 ●
合計 3 7 4 1 6 7 1 5 6 4 1 1 3 7 20 2 11 1 2 6 3 4 1 35 36 11 4 13 2 24 2 1 4 2 5 1 5 2 2 5 2 2
























































































































































































































































































































































































































































































































































岡 1983 ● ● ● ●
船木 1985 ● ●
佐藤 1986 ● ● ●
本間 1990 ● ● ●
石隈･永松･今田 1999 ● ● ● ●
内田･海老瀬 1999 ● ● ● ● ●
渡邉 2001 ● ● ●
木岡 2002 ●
吉田･八並 2003 ● ●
紅林･下村･中川 2003 ● ● ● ●
瀬戸 2003 ●
橋本・小枝 2004 ● ●
藤井･古田･榊原 2004 ● ●
姉崎 2005 ●
内田・樋口 2005 ●




久我 2007 ● ● ● ●
滝川 2007 ●
小柳 2008 ●
西山 2008 ● ● ● ●
毛利 2008 ●
赤塚・大石 2009 ● ● ● ●
西山・淵上・迫田 2009 ● ● ● ●
山本・長積・大橋他 2009 ● ●
渡部 2009 ●
石塚・西村 2010 ●
橋長･荊木･森田 2010 ● ●
坂本･阿蘇 2010 ● ● ● ● ● ●
松田 2011 ● ●
山根・本多 2011 ● ●
浦野 2011 ● ● ● ●
甘佐･長江･土田 2011 ● ●
古井 2011 ● ● ● ● ● ● ●
諏訪･難波･別惣他 2011 ●
葛生･佐古･小野瀬他 2012 ● ●
佐古･中妻･寺田 2012 ● ● ● ● ● ●
佐々木･武田 2012 ● ●
前田･佐古･小野瀬他 2012 ●
塚原・中村・伊豆他 2013 ●
髙野・堀井 2013 ● ●
小玉・中村・高橋他 2014 ●
佐古･住田 2014 ● ● ● ●
星 2015 ●
加賀 2015 ●
佐古 2015 ● ● ●





 以下より，Table2-2 の表にある目的，方法，結果について述べる。 
 
1. 研究の目的 





























に関するものが 1 編ずつ見られた。 
 質問紙調査の調査対象者は，一番少ないもので 30 名（辰巳，2007）であり，一番数が多
いものは 1252 名（小林，2007a）であった。半構造化面接では，一番少ないもので 1 名，
多いものでの 17 名（平田，2015）であった。 

























































































































































































































































































































































伊藤 1999 ● ● ● ● ● 86 ●
瀬戸 2000 ● ● ● 231 ●
伊藤 2001 ● ● ● 1 ● ● ● ●
今田･後藤･吉川他 2001 ● ● ● ● 1 ● ●
田中･井上 2001 ● ● ● 8 ● ● ●
角･大西 2002 ● ● ● 1 ● ●
瀬戸･石隈 2002 ● ● ● 454 ● ● ● ● ●
伊藤 2003 ● ● ● ● ● 285 ●
下村 2003 ● ● ● 1 ● ● ●
紅林･下村･中川他 2003 ● ● ● ● 1 ● ●
瀬戸･石隈 2003 ● ● ● 411 ● ● ● ● ●
原田 2004 ● ● ● 3 ●
青木 2004 ● ● ● 6 ●
北添･渋谷･岡田 2005 ● ● ● 653 ● ● ●
目黒 2007 ● ● ● 1 ● ● ● ● ● ●
辰巳 2007 ● ● ● ● ● 30 ● ● ●
内田･今度 2007 ● ● ● 275 ● ● ●
小林 2008a ● ● ● ● 304 ● ●
小林 2008b ● ● ● 1252 ● ●
角田 2009 ● ● ● ● ● 197 ●
岩瀧･山崎 2009 ● ● ● 152 ●
吉澤 2009 ● ● ● 98 ●
金澤 2009 ● ● ● ● 1 ● ● ●
荒木･中澤 2009 ● ● ● ● ● 13 ●
齋藤･福原･川西他 2009 ● ● ● 10 ●
西川･生島 2010 ● ● ● ● 1 ● ● ●
新川 2011 ● ● ● ● 2 ●
土居･加藤 2011a ● ● ● 1 ● ●
土居･加藤 2011b ● ● ● ● ● 1 ● ●
土居･加藤 2011c ● ● ● ● 259 ● ●
齊籐 2011 ● ● ● 9 ●
山本 2012 ● ● ● 16 ●
小坂･朝日 2012 ● ● ● 3 ●
松岡 2012 ● ● ● 2 ● ● ● ●
杉崎 2013 ● ● 　 ● ● 10 ●
中村･塚原･伊豆 2013 ● ● ● 1 ●
鈴木・川瀬 2013 ● ● ● 167 ●
松岡 2014 ● ● ● 11 ●
平田 2015 ● ● ● 17 ●
合計 2 2 1 2 17 7 2 1 2 3 7 11 2 1 13 1 1 2 4 1 13 29 11 1 1 26 3 5 2 3 4 2 2 17 1 4 1 1 1 1 4 2 1
目　的 方法 校種 対象・対象者
32 
 













































































































































































































































































































































































































瀬戸 2000 ● ●
伊藤 2001 ● ● ● ●
今田･後藤･吉川他 2001 ● ●
田中･井上 2001 ● ● ●
角･大西 2002 ● ●
瀬戸･石隈 2002 ●
伊藤 2003 ● ● ● ● ●
下村 2003 ● ● ●
紅林･下村･中川他 2003 ● ● ● ●
瀬戸･石隈 2003 ● ● ●
原田 2004 ● ● ● ● ● ●
青木 2004 ● ● ●
北添･渋谷･岡田 2005 ●
目黒 2007 ●
辰巳 2007 ● ● ●
内田･今度 2007 ● ●
小林 2008a ● ● ● ● ●
小林 2008b ● ● ●
角田 2009 ●
岩瀧･山崎 2009 ● ● ●
吉澤 2009 ● ● ● ●
金澤 2009 ● ● ●
荒木･中澤 2009 ● ●
齋藤･福原･川西他 2009 ●
西川･生島 2010 ●
新川 2011 ● ●
土居･加藤 2011a ● ●
土居･加藤 2011b
土居･加藤 2011c ● ● ●
齊籐 2011 ● ● ● ●
山本 2012 ● ● ●
小坂･朝日 2012 ● ●
松岡 2012 ● ●
杉崎 2013 ●
中村･塚原･伊豆 2013 ● ●
鈴木・川瀬 2013 ● ●
松岡 2014 ● ●
平田 2015 ● ● ● ● ●























































































































































間，教員と SC 協働の在り方を両者の視点から検討していく必要があると考えられた。 
第 1 節では，教員間や教員と SC 協働，学校支援の全体像について，SC の視点から探索
を行う。従来 SC は，外部の専門家（文部科学省，2010）として見なされることが多く，
SC の視点から学校支援を検討する研究は限られていた（伊藤，1999；土居・加藤，2011a）。





で本研究では SC から見た学校支援のあり方を検討するために，次の 3 つの目的を立てた。 
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SC を対象に調査し，①これまでの勤務校における教員間協働，教員と SC 協働と学校支
援の全体像を把握する。②各学校支援の特徴から，教員間，教員と SC 協働の促進・阻害要
因を検討する。③教員間協働と教員と SC 協働の各特徴を検討する。 
 
第２項. 方法  
1. 対象 















1 20 男性 小学校(A3：3) 2 1 1 
2 30 女性 中学校(B1：1) 4 2 2 
3 40 女性 小学校(C3,D3:6)中学校(C3,D1:4) 4(2) 6(2) － 
4 20 女性 中学校(E1,B1:2) 3 3 3 
5 30 女性 中学校(E2,B1:3) 5 5 5 
6 20 男性 中学校(F2:2) (1) (1) 1 
7 20 女性 中学校(E1:1) 2 3 ヶ月 3 ヶ月 
8 40 女性 小学校(G5:5) 中学校(G2:2) 約 20 5 1 
9 40 女性 
小学校(B1:1) 中学校(E2,B1:3) 
高等学校(B1:1) 私学・国立(X2:2) 
12 8 － 
10 50 女性 
小学校(B2:2) 中学校(B8,E3:11) 
高等学校(B2,E4:6)私学・国立(X1:1) 
23 17 9 
11 30 女性 中学校(C3:3) 高等学校(C2:2) 11 11 2 
12 30 女性 小学校(H2:2) 高等学校(C2:2) 10(2) 8(2) － 




対象者の概要は年齢 20～50 代，男性 2 名，女性 11 名であった。臨床経験は臨床心理士
資格取得前～23 年（平均 8.2 年），SC 経験が 3 ヶ月～17 年（全平均 6.1 年，資格取得後平
均 5.6 年），現任校経験が 3 ヶ月～9 年であった。平成 14 年度の東京都 SC 活用事業調査（鵜
飼，2007）では，SC の経験は 1~11 年，平均経験 4.6 年，臨床心理士資格取得 2 年以内の
割合は 25.3％である。本研究での対象者の SC 経験と比較しても大差なく，現状を反映し
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ていると考えられる。複数校勤務も含めた勤務校事例は延 72 校，小学校 19 校，中学校 38
校，高等学校 12 校，私学・国立 3 校（中学校，高等学校と中高一貫校）であった。勤務先
























































た学校全体での情報共有が可能になり，学校支援と SC の協働との関連性が示唆された。 





初（No.7 まで）は若手のみを対象としていたが，No.8 以降は臨床経験 10 年以上を対象と
した。No.13 まで面接を行った時点で，教員と SC 協働および学校支援に関する十分な見
解が得られ，理論的飽和に達したと，共同研究者と共に判断し，分析を終了した。 
(3) オープンコード化（STEP ２） 
データの分析は，①面接の内容を意味の塊毎に切片化し，順に通し番号を付けた。各切
片は，内容を端的に表すラベル（名前）をつけた。 
















































































































(5) 属性と次元の生成とコアカテゴリの生成（STEP ４） 
STEP1～3 で得られた結果を用いて，③各対象者によって述べられた出来事（状況）を
検討した。そして，比較的多くの対象者に共通した出来事（状況）を，属性として取り上




































関を考慮して，SC としての臨床経験 3 年未満を若手 SC，3 年以上の者を中堅以上 SC とし
て，校内の活動や SC 活動に関する考え方等を検討した。Table3-1 にて，SC 経験年数 3 年
未満と記述した対象者 No.1,2,6,7 の 4 名を若手 SC，3 年以上と記入した対象者 No.3,4,5, 










(6) 確認面接（STEP ５） 
分析結果を A4 用紙 2 枚にまとめ，対象者に返却した。No.1～7 は郵送後，面接にて確認









第３項. 結果  
面接の所要時間は最長 2 時間 48 分～最短 49 分（平均 1 時間 33 分），計 9 時間 16 分 29
秒だった。文章化した文字数は最大 52,713～最少 5,667 字（一人平均 26,156 字），総数
3,400,022 字だった｡No.12 は録音記録の代わりに，調査者の筆記記録に正誤・過不足の確
認を得たものを分析対象にした。切片の数は一人 46～658，平均 280，総数は 3,638 であっ
た。サブカテゴリ数は一人 56～414，総数は延 2,451，カテゴリ数は一人 33～144，総数は
延 598，カテゴリグループ数は一人 12～27，総数は延 74，属性 49，次元 16，コアカテゴ
リ 13 であった。 
 
























【SC の職業的発達】【教員や SC の専門性】【学校と個別相談機関の支援形態】【SC から















































































存在として，「若手 SC」と「中堅以上 SC」の 2 次元でどのように行動や考え方が異なるか





















に際しては SC から見た教員の現状や期待等が示された。“SC の活動範囲”において，「SC
の専門性」では，SC 自身の考える活動範囲と，教員から見なされる SC の活動範囲が含ま
れていた。“専門性の研修”において「SC の専門性」では，SC 自身の専門性の研修に関し











































ては，「学校支援実現校」という次元名とした。小学校 8 校（No.3 の 6 校，No.9 および No.10
の各 1 校）中学校 13 校（No.3 の 4 校，No.5 の 1 校，No.9 の 2 校，No.10 の 1 校，No.11
の 3 校，No.13 の 2 校），高等学校 5 校（No.10 の 3 校，No.11 および No.12 の各 1 校），




れた学校については，「学校支援非実現校」という次元名とした。小学校は No.1 の 3 校，
中学校は No.2～6 の 4 校（各 1 校），No.10 の 2 校，高等学校は No.10 の 1 校が該当した。 
次元 1･3 の様式と異なる中間的な教員意識や校内体制が見られた学校については，「学校
支援一部実現校」という次元名とした。小学校は No.8 の 5 校，No.10 の 1 校，No.12 の 2
校，中学校は No.4～7 の 4 校（各 1 校），No.8 の 2 校，No.13 の 4 校，高等学校は No.10















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Table 3-3 学校支援実現校の次元（学校内における教員と SC協働）に含まれる状況や 
カテゴリ例 















































SC の専門性を理解し共に関わる(3)  
生徒指導主事とも対話による相互理解がある(3) 
SC からの情報発信(9,11,12) 




積極的な外部連携 (5)や，教員間の人間関係調整 (3,9,13),   
1 次予防の企画(9,11,13)等，組織開発(9,11) 
SC への働きかけ 




































Table 3-4 学校支援一部実現校の次元（学校内における教員と SC協働）に含まれる 
状況やカテゴリ例 
































































表は Table3-5 に示す。【情報共有】は“会議の様相と SC の出席”において，学校の荒れ



























無い(1,5)。若手 SC はニーズが曖昧で役割に悩む(1,2)姿が見られた。 
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Table3-5 学校支援非実現校の次元（学校内における教員と SC 協働）に含まれる状況や  
カテゴリ例 


























困難校は SC の援助に保護者や子どもに抵抗感があるため SC は 
後方支援中心(1) 
学生は教員の部下として重用(1) 


































(2) 学校支援の外部要因  
【設置者の関わり】 




















































生徒 1 学年 6 クラス以上，
教員50人前後の大規模校で




1 学年 1･2 クラスの小規模











 「学校支援実現校」では，学年 3～5 クラスの中規模校(5,13)であり，重篤な問題が少ない
(5)。小規模校でも，設置者の意識で協働が進む(3)場合もあった。全体に中規模校が多くみ
られた。「学校支援一部実現校」では，生徒 1 学年 6 クラス以上，教員 50 人前後の大規模校，
生徒のわかりづらさ(4,7,8)があった。お茶の時間に SC を参加させる等小規模校でも学校の
意識で協働可能(8,12,13)な所も見られた。全体に，大規模校が多いが小規模校でも学校の意




(3) 協働の促進要因と阻害要因  
【協働の促進要因】 
 表は Table3-7 に示す。「学校支援実現校」と「学校支援一部実現校」間の要因を属性毎に
あげると“管理職の姿勢”では組織的対応に積極的な管理職(5,10,11)や，教育相談への理解





























次 元（教員と SC 協働に関する要因） 
協働の促進要因 協働の阻害要因 










































































7. SC 経験による影響の確認 
若手 SC と中堅以上 SC を比較したところ，若手 SC にはある特徴が見られた。第 1 に，




由として，若手 SC は学校全体の包括した学校支援の状況を理解し，そこから SC の置かれ
ている状況を理解することや，個々の学校支援の状況に応じた対応が困難なことが窺えた。 
しかし，中堅 SC も「学校支援一部実現校」や「学校支援非実現校」において，教員との























Table3-8  設置者の関わりと学校支援の関連 
 積極型 消極型 
学校支援校 45 14 















Table3-9  学校規模と学校支援の関連 
 中大規模校 小規模校 
学校支援校 46 16 
学校支援非実現校 3 7 
注）セル内の数値は，各条件の該当校を示す。 
 
第４項. 考 察 













教員の SC への高評価と学校支援の関連（瀬戸，2000）は，SC 見地でも同様に関連し，児
童生徒の支援とも関連した。【情報共有】と教員・SC 間の関連について，教員や SC 間の情
報共有の場の整備は，SC との協働に必要な情報提供だけなく，教員の援助技術の向上や教
員関係・当事者意識にも正の影響を及ぼすことが示されている（家近・石隈，2007）。上述
の学校支援の影響は，SC 経験に関わらず，教員間や，教員や SC 間全てに関連すると考え
られた。 
 
2. 教員と SC 協働の促進・阻害要因 


























































働する上において，①学校支援を整備すること，②SC 自身の力量を高めることの 2 点が必
要であることを示唆している。これまで①学校支援の整備においては，教員と SC が情報共
有や検討の場を設けること（家近・石隈，2007），職務内容の明確化や積極的な活用をする









それでは，この SC の力量と呼ばれる具体的な能力とはいかなるものなのか。若手の SC
が続々と排出されている現在（鵜飼，2007），SC の力量形成は緊急の課題になると考えら













第２項. 方 法  
1. 調査概要 データの選択 
本節では第 3 章 1 節にて生成したコアカテゴリから，十分に検討しなかった【SC の職業
的発達】【教員や SC の専門性】【学校と個別相談機関の支援形態】【SC から見た学校種の特







2. 分 析 





























































































 ※調査対象者の番号は No.に示した。 
 
3. 確認面接（STEP 5） 
上述より生成された面接調査結果（ゴシック部分は除く）を A4 用紙 2 枚にまとめた。そ
れを SC の協働と学校支援の関連（第 3 章 1 節）と共に結果を返した。情報提供者に前述の












第３項. 結  果  
1. コアカテゴリの生成とストーリーライン 
(1) コアカテゴリの生成 
 以下では，3 章 1 節の 2.コアカテゴリの生成で説明したように，「教員と SC 協働と学校
支援に影響を与える要因はどのようなものなのか」を包括的に説明するコアカテゴリ（戈
木，2006），⑨【SC の職業的発達】，⑩【教員や SC の専門性】⑪【学校と個別相談機関の
支援形態】⑫【SC から見た学校種の特性】⑬【学校支援に特徴のある学校】についての代
表的な状況やカテゴリについての説明を再度行う。改めて表記については，コアカテゴリ









存在として，「若手 SC」と「中堅以上 SC」の 2 次元でどのように行動や考え方が異なるか





















に際しては SC から見た教員の現状や期待等が示された。“SC の活動範囲”において，「SC
の専門性」では，SC 自身の考える活動範囲と，教員から見なされる SC の活動範囲が含ま
れていた。“専門性の研修”において「SC の専門性」では，SC 自身の専門性の研修に関し









































その結果，⑨【SC の職業的発達】については，第 3 章 1 節で示したように，若手 SC（対
象者 No.1,2,6,7）自身の語りや，若手 SC について語った内容については「若手 SC」とい
う次元名とした。対象者 No.1,2,3,5,6,7,8,9,10,11,12 が該当した。一方，中堅以上 SC（対
象者 No.3,4,5,8,9,10,11,12,13）自身の語りや動きについて語った内容については「中堅以
上 SC」という次元名とした。対象者 No.3,4,5,8,9,10 が該当した。 
⑩【教員や SC の専門性】については，SC 自身の専門性や背景にある専門的文化，SC
としての専門性を培った研修の内容については「SC の専門性」という次元名とした。対象
者 No.1,3,4,5,6,8,10,12 が該当した。また SC から見て教員に期待することや，教員の実態，
考え方，教員としての SC の見方についての内容は「教員の専門性」という次元名とした。






談機関」という次元名とした。対象者 No.3,4,6,8,10 が該当した。 
⑫【SC から見た学校種の特性】については，小学校に勤務経験のある SC が小学校勤務
の特徴について語った内容については「小学校」の次元名とした。対象者 No.10,12 が該当
した。中学校の勤務経験のある SC が中学校勤務の特徴について語った内容については「中
学校」という次元名にした。対象者 No.3,10,11 が該当した。高等学校の勤務経験のある SC
が高等学校勤務の特徴について語った内容については「高等学校」という次元名とした。




元名とした。どちらも対象者 No.9 が該当した。 
 
3. コアカテゴリの詳細 
学校内の協働や学校支援の背景となる 5 つのコアカテゴリの関係を図にして Figure3-2 に
示した。 
(1) 【SCの職業的発達】 
1) 「初任者 SC」 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Table 3-11 若手 SCの次元（SC経験）に含まれる状況やカテゴリ例 






















































































Table 3-12 中堅以上 SCの次元（SC経験）に含まれる状況やカテゴリ例 







































































































(2) 【教員や SCの専門性】 
1) 「SC の専門性」 















なかには SC の勤務を始める前に，インターンとしての SC 勤務見学(4)経験を持つ場合や，














力量を高める(8)ことが重要と考えられていた。一方，現場での SC と SSW の役割混乱(8)，














































































































第４項. 考  察 
1. 若手 SC と中堅以上 SC の相違点から見た学校の特性 
これまで，学校内の異職種間の協働における背景について，述べてきた。その中で探索

















































3. 教員と SC 協働に関する養成・研修 




された。また SC として職に就いた後も，成熟した学校現場での学びや，先輩 SC からのス




イズや SC 研修での体験の相対化が示唆されていた（柏村・安部，2005）。恐らく，2 者関






た学校の特性を知ることなく SC が学校に入った場合，SC は不安や混乱を感じ，適切な支

















第１項. 本研究の目的  
第４章 1 節では，教員の立場から SC との協働や学校支援構築について検討する。第 3
章では，SC の立場から見た学校支援やその協働的背景について検討してきた。そこでは，







































第２項. 方法  
1. 対象者のプロフィール 
対象者は校長，研究主任，養護教諭の計 3 名であり，その概要を Table4-1 に示した。本
研究の対象校の A 中学校は関西にある B 県の近郊に位置し，特別支援学級を含む計 15 学







の学校支援は，調査当時の管理職の代で確立している。その結果，不登校が 6 年間で 22 名
































頭 6，校長 5，） 
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情報提供者の概要は，年齢 30～50 代，男性 2 名，女性 1 名であった。教員経験が 11～

















































 面接に要した時間は平均 1 時間 31 分（最長 2 時間 10 分～最短 1 時間 11 分）で，計 4
時間 33 分 56 秒であった。テクスト化した文字は一人平均 31,598 字（最大 36,742～最少
28,978 字）で，総数 94,795 字であった。調査者と調査対象者との関係は，いずれも職場の
同僚や上司であった。 
(8) オープンコード化（STEP 2） 
データを多角的に解釈するために，面接の内容を意味の塊ごとに切片化し，そこでのデ
ータの内容を端的に表すために概念上のラベル（名前）をつけた。切片化したラベルには，
順に通し番号を付けた。切片の数は一人 319～588，総数は 1306 であった。 




サブカテゴリ数は一人 178～290，総数は 671，カテゴリ数は一人 85～135，総数は 284，
カテゴリグループ数は一人 27～37，総数は 57 であった。 
(10) 属性と次元の生成とコアカテゴリの抽出（STEP 4） 
STEP1～3 で得た分析結果を踏まえ，戈木（2006）の手法に従い，学校組織での「SC と
の協働先進校」に関する属性と次元をもとに，調査校が同じ学校類型であることを確認す























































































































第１項. 結果 コアカテゴリ間の関係 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































組 織 改 革 




























1. 組織改革以前の A 中学校 
(1) 学校支援の内部要因 
【A 中学校の学校支援】において，“校内組織”は，1 人で複数の校務分掌担（管）であ



















































































































そこで A 中学校での学校支援づくりにかかわる組織改革の特徴を考察すると，以下の 3
点が指摘できると考えられる。すなわち①情報共有の場の設定，②専門性・役割に応じた
役割・仕事の設定，③明確なビジョンの上での組織開発（管理職のリーダーシップ）であ
る。以下では個々の特徴に基づいて A 中学校の組織改革を考察する。 
98 
 



































































































































第 4 章 2 節では，ミドルリーダーの動きに注目し，学校支援構築について探索する。第 3
章では，SC から見た学校支援や，学校支援の背景となる SC や教員の専門性について考察
してきた。第 4 章 1 節では，学校の管理職の動きに注目し，学校支援の動きと SC の協働に













































































農村部にある B 県 C 市 D 小学校である。学校は創設 100 年以上の歴史がある。近年，校
区内に住宅団地や企業団地が造成された。調査当時は，各学年単学級であり，特別支援学
級を含めて全 7 学級であった。 
(3) 実践対象教職員 
D 小学校の教職員は 16 名であった。その内訳は男性 4 名，女性 12 名。年齢は 30 歳代 4
名，40 歳代 7 名，50 歳代 5 名。立場は管理職（教頭・校長）2 名，主任層（研究主任・生
徒指導主事・保健主事・教務主任）4 名，一般職員（学級担任・図書館司書・スクールヘル
パー・グッドスタート）10 名。教職歴は 0～10 年未満が 4 名，10～20 年未満が 6 名，20























































































































































1 切片毎は平均 739 字（最大 2603 字～最少 355 字），総数 7206 字であった。切片化の数


























たものを，各立場の反応として，階層毎に 3 つに分けられた。これで 4 つのテーマが見ら
れた。 
テクスト化した文字は教務主任の取り組みの評価（例えば(1)学校内の質的変化）につい
て，1 つの取り組み毎は平均 1343 字（最大 1586 字～最少 942 字），総数 5372 字であった。









































































































4. 質問紙による評価  
 4・7・11 月に行った教師集団効力感の各要因について，全ての月に回答の得られた 12
人についてどのように変化しているのか検討を行った。人数を考慮して，対応サンプルに
よる Friedman 検定を行った。有意差が見られた場合には，Wilcoxson の符号付順位検定を
行った。その結果，教師集団効力感の教育目標・教科指導で有意な差が見られた。変数間






table4-6  教師集団効力感の各要因における月ごとに見た平均得点（M），標準偏差（SD） 
    4 月 7 月 11 月 
  n M SD M SD M SD 
組織活動・校務分掌 12 3.42 0.73 3.13 0.70 3.81 0.45 
教育目標・教科指導 12 3.17 0.90 3.09 0.89 3.69 0.72 











































































































































第４項. 考 察  










































































































































































































































































































































































第５章 教員間協働と教員と SC 協働との関連性（研究５） 
 
第１節 本研究の課題と目的  
 第 5 章では，教員間と教員と SC 協働について，学校支援の観点から関連性を量的分析に




























 仮説 1 が導かれる理由として，第 3 章 1 節の調査結果から，情報共有や役割分担，支援







最後に仮説 3 が導かれる理由として，4 章 1 節より教員間，教員と SC 間協働が活性化し
た理由の一つとして，管理職は両協働が活性化するように，会議の仕組みを整えることや，
教員間や教員や SC の協働を支援する動きが見られた。また 3 章 1 節からも，SC の協働の
活性化に際して，会議に出席できるよう調整を図る姿がみられた。これらのことから，教
員間，教員と SC 間の協働の活性化には，管理職の協働的配慮は学校支援及び，教員間，教





質問項目は，SC の半構造化面接調査（第 3 章 1 節）や教員の事例研究（第 4 章）で得ら




学校に勤務する現職教員・経験者と 9 名（男性 5 名，女性 4 名，20 代 1 名，50 代 6 名，
60 代 2 名）の現職管理職および管理職経験者 6 名（男性 5 名，女性 1 名，50 代 5 名，60
代 1 名）に調査を依頼した。調査は教員へは 2012 年 10～11 月に，管理職へは 2013 年 2

















違いを識別する SC の勤務条件等の項目の必要性が示唆された。 
これらの結果から，勤務校要因に SC の勤務状況や児童・生徒支援に関する会議の有無等
を問う項目を設けた。教員と SC 協働の質問項目は「他職種（SC 等）と共に予防的な対応
も含めた情報共有を行っている。」等の 6 項目と，教員間協働は「教員間で互いの専門性お
よび経験（校務分掌や取得資格，得意分野）を理解し，個々の役割に応じた役割分担をし
ている。」等の 8 項目とした。 
次に，この検討した 14 項目については，著者を含む心理学を専攻する研究者 3 名により
内容と各項目数を確認した。そして，協働に関する質問項目群ではなく学校支援体制に関
する要因として検討した方が望ましい項目（情報共有，役割分担，支援のための疎通性）







感を測定する暫定版の質問紙として項目群 41 項目を作成した。項目の内容は，教員と SC
129 
 
間協働 12 項目，教員間協働 12 項目，生徒指導の教師集団効力感項目群 10 項目，管理職の
協働的配慮 7 項目であった。詳細は 3 節に記載する。 
 










学校の特徴として，学校全体の学級数（1～5 学級，6～11 学級，12～17 学級，18～23 学
級，24 学級以上），学校の全教員数（19 人以下，20～25 人，26～28 人，29～30 人，30 人
以上），地域（都道府県名），地域の特色（都市部，大都市近郊，地方都市，農村・漁村地






を取り上げた。各会議に対して，有無（定期・不定期・無），頻度（週 1 回，2 週間に 1 回，
月 1 回，1 学期に 1 回，１年に 1 回），参加者（校長，副校長，教頭，主幹教諭，生徒指導
主事，通級指導教員，養護教諭，担任，相談担当，SC，SSW，その他）を取り上げた。 
 
3. SC への配慮 
 勤務校での SC の状況として，勤務頻度（常駐，週 2 から 3 回，週 1 回，2 週間に 1 回，
月 1 回，1 学期に 1 回，１年に 1 回，不明，その他），1 回の勤務時間（2 時間以内，2～4







1. 教員と SC 協働 
教員と SC 協働については，教員間と SC と教員協働，学校支援の関連性の検討を目的に
行った SC 面接調査（第 3 章 1 節）の結果から，学校内の教員と SC の関係について，どの
程度そう思うかを尋ねた（12 項目）。回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わ





SC 面接調査（第 3 章 1 節）の結果から，学校内の教員間の関係について，どの程度そう思
うかを尋ねた。（12 項目）。回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わない”=2，







う思う”=4，“非常にそう思う”=5 の 5 段階評定とした。 
 
第５項. 管理職の協働的配慮要因 
管理職の協働的配慮について，SC 面接調査（第 3 章 1 節）の結果である管理職の協働的
配慮のコアカテゴリを参考に，これらの学校の管理職について，どの程度そう思うかを尋
ねた（7 項目）。回答方法は，“全くそうおもわない”=1，“そう思わない”=2，“どちらで







方，中国地方の合計 5 つの都道府県での SC
が勤務する公立小中高等学校，中等学校の





の空白項目や 2 重回答がなかった 41 名を
除いた 363 名を有効回答とした（有効回答
率 89.9％）。 
その内訳は，小学校 60 名，中学校 232
名，高等学校 61 名，その他 10 名，男性 189
名，女性 174 名であった（Table5-1）。 
 
第２項. 調査期間 
















男性 189 52.1 





5 年未満 59 16.3 
5～9 年 48 13.2 
10～14 年 32 8.8 
15～19 年 33 9.1 
20 年以上 191 52.6 
校
種 
小学校 60 16.5 
中学校 232 63.9 
高等学校 61 16.8 
その他 10 2.8 
役
職 
講師 44 12.1 
養護教諭 59 16.3 
教諭 183 50.4 
主幹（主席）教諭 7 1.9 
教頭 19 5.2 
副校長 4 1.1 
校長 34 9.4 
指導教諭 7 1.9 























































ここでは，「教員間，教員と SC 協働，学校支援調査票」の有効回答者 363 名の分析のう













Table5-2 校種別による 1週間での勤務時間内の授業準備時間(時間) 
 
1週間での勤務時間内の授業準備時間 
殆どない 1～4時間 5～10 時間 11 時間以上 




小学校 26 49.1 22 41.5 4 7.5 1 1.9 
中学校 82  39.2 62 29.7 35  16.7 30 14.4 
高等学校 9  16.7 17 31.5 12 22.2 16 29.6 
全体 117  37.0 101 32.0 51 16.1 47 14.9 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
「非常勤講師の机の有無」では，有り 349 名（98.0％），無し 8 名（2.0％）であった。校
種による有意な差は見られなかった。 






















 Table5-3 校種別によるケース会議の開催方法 
 
ケース会議の開催方法 
無 不定期 定期 




小学校 0 0.0 45 78.9 12 21.1 
中学校 5 3.8 100 75.8 27 20.5 
高等学校 8 14.8 37 68.5 9 16.7 
全体 13 5.3 182 74.9 48 19.8 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を




















校長 副校長 教頭 主幹教諭 生徒指導主事 通級指導教員 




小学校 51 91.9 9 16.1 53 94.6 18 321. 36 64.3 12 64.3 
中学校 89 75.4 22 18.6 88 74.6 28 23.8 80 67.8 20  67.8 
高等学校 13 25.0 12 23.1 23 38.9 8 15.4 10 19.2 1 19.2 
全体 154 65.5 46 19.6 166  70.6 56 23.8 130 55.3 34 14.5 
Table5-4 校種別によるケース会議の参加者（続き） 
 
養護教諭 担任 相談担当 SC SSW その他 




小学校 45 81.8 54 96.4 19 33.9 9 16.1 4 7.1 11 19.6 
中学校 73 61.9 90 76.3 54 45.8 59 50.0 14 11.9 16 13.6 
高等学校 32 61.5 37 71.2 29 55.8 16 55.8 1 1.9 9 17.3 
全体 158 67.5 190 80.9 110  46.8 86 36.6 19 8.1 39 16.6 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を

















 Table5-5 校種別による生徒指導会議の開催方法 
 
生徒指導会議の開催方法 
無 不定期 定期 




小学校 2 3.3 23 44.2 27 34.1 
中学校 5 2.6 33 17.3 153 80.1 
高等学校 5 9.8 33 64.7 13 25.5 
全体 12 12.0 89 89.0 193 65.6 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を

























校長 副校長 教頭 主幹教諭 生徒指導主事 通級指導教員 




小学校 37 71.2 6 11.5 37 71.2 16 30.8 43 82.7 4 7.7 
中学校 150 84.3 68 38.2 147  82.6 35 19.7 156 87.6 9 5.1 
高等学校  2 4.4 6 13.3 13 28.9 1 2.2 34 75.6 24 4.4 
全体 189  66.8 81 28.6 198   70.0 53 18.7 239 84.5 16 5.7 
Table5-6 校種別による生徒指導会議の参加者（続き） 
 
養護教諭 担任 相談担当 SC SSW その他 




小学校 33 63.5 36 69.2 17 32.7 4 7.7 1 1.9 9 17.3 
中学校 110 61.8 46 25.8 75 42.1 39 21.9 3 1.7 39 21.9 
高等学校 5 11.1 29 64.4 7  15.6 0 0.0 0 0.0 13  28.9 
全体 148  52.3 117  41.3 99 35.0 43 15.2 4 1.4 63  22.3 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を

















 Table5-7 校種別による教育相談会議の開催方法 
 
教育相談会議の開催方法 
無 不定期 定期 




小学校 16 34.0 23 48.9 8 17.0 
中学校 34 34.3 34 34.3 31 31.3 
高等学校 5 11.1 21 46.7 19 42.2 
全体 55 28.8 78 40.8 58 30.4 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を










護教諭（34.4％），相談担当（37.6％）であった。SC の参加は 30.1％であった。 
高校で高かった参加者は，養護教諭（54.9％），担任（35.1%），相談担当（75.7％）であ













校長 副校長 教頭 主幹教諭 生徒指導主事 通級指導教員 




小学校 24 51.1 5 10.6 24 51.1 8 17.0 15 31.9 7 14.9 
中学校 32 34.4 13 14.0 31 33.3 15 16.1 31 33.3 10  10.8 
高等学校 0 0.0 2 5.4 2 5.4 0 0.0 2 5.4 0 0.0 
全体 56 30.3 21 11.4 57 30.8 14 15.4 48 25.9 17 9.2 
Table5-8 校種別による教育相談会議の参加者（続き） 
 
養護教諭 担任 相談担当 SC SSW その他 




小学校 22 46.8 23 48.9 16 34.0 5 10.6 1 2.1 2 4.3 
中学校 32 34.4 33 35.5 35 37.6 28 30.1 2 2.2 11 11.8 
高等学校 24 54.9 13 35.1 28 75.7 6  16.2 1 2.7 8 21.6 
全体 81 43.8 71 38.4 85 45.9 41 22.2 4 2.2 21 11.4 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
(3) SCへの配慮 
1) SC の職員室机の有無 
SC の職員室机の有無について，有るか無いかを尋ねた。有る（59.0％）が高く，無いの
は 41.0％であった。 



















小学校 37 63.8 21 36.2 
中学校 50 23.4 164 76.6 
高等学校 45 90.0 5 10.0 
全体 132 41.0 190 59.0 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を
分母とした（全体 353 名，小学校 60 名，中学校 232 名，高等学校 61 名）。 
 
2) SC への親睦会勧誘の有無 
SC への親睦会勧誘の有無について，誘わない，誘うかを尋ねた。誘う（61.1％）が高く，
誘わないのは 38.9％であった。 













小学校 43 74.1 15 25.9 
中学校 42 20.2 166 79.8 
高等学校 36 80.0 9 20.0 
全体 121 38.9 190 61.1 
注）全体，校種の回答数における％は，それぞれ完全回答を行った回答者数の合計人数を






























加は中学校が 3 割と多く，小学校や高等学校は 1 割ほどであった。 





































1. 教員と SC 間協働項目群の因子分析結果 
教員と SC 間協働項目群は，12 項目で構成された。1 因子による解釈が妥当であると判断
し，「教員と SC 間協働」と名付けられた（Table5-11）｡α係数は，.92 であった。 
 
Table5-11 教員と SC間協働項目群の因子分析の結果（主因子法，N＝363） 
    M SD 因子 


















































3.76 .99 .47 










    M SD 因子 





















































3.60 .85 .47 















    M SD 因子 






3.47 .95 .83 






















3.28 1.04 .62 

















教員と SC 協働  .50*** .68*** .29*** 
教員間協働   .55*** .53*** 
管理職の協働的配慮    .42*** 
生徒指導の教師集団効力感     
注）***p＜.001 
 































 M SD M SD M SD 
教員と SC協働 3.2 .72 3.6 .65 3.4 .70 8.45*** 






















 M SD M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 3.5 .70 3.7 .62 3.5 .69 3.3 .72 2.74* 



























 M SD M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 3.3 .77 3.5 .64 3.7 .59 3.5 .66 5.13** 




























 M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 2.8 .85 3.5 .65 3.3 .67 6.70*** 

























Table5-19  教員と SC協働におけるケース会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 154 3.5 .70 81 3.4 .67 1.38 
副校長 46 3.6 .62 189 3.5 .70 1.61 
教頭 166 3.4 .69 69 3.5 .69 1.66 
主幹教諭 56 3.6 .69 179 3.5 .70 1.19 
生徒指導主事 130 3.6 .66 105 3.4 .70 2.56* 
通級指導教員 34 3.5 .70 201 3.5 .71 0.31 
養護教諭 158 3.5 .68 76 3.4 .70 1.37 
担任 190 3.5 .66 45 3.3 .81 1.69 
相談担当 110 3.5 .63 125 3.5 .74 0.31 
SC 86 3.8 .55 149 3.3 .73 4.54*** 
SSW 19 3.8 .58 216 3.5 .69 2.25* 


















Table5-20  教員間協働におけるケース会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 154 3.9 .50 81 3.7 .60 2.98** 
副校長 46 3.9 .46 189 3.8 .57 .66 
教頭 166 3.9 .65 69 3.7 .48 2.78** 
主幹教諭 56 4.0 .46 179 3.8 .57 3.14** 
生徒指導主事 130 3.9 .48 105 3.8 .65 2.40* 
通級指導教員 34 3.9 .31 201 3.9 .58 1.48 
養護教諭 158 3.9 .60 76 3.8 .60 1.05 
担任 190 3.9 .50 45 3.7 .70 1.81 
相談担当 110 3.9 .46 125 3.8 .61 1.14 
SC 86 3.9 .56 149 3.8 .52 1.66 
SSW 19 4.1 .55 216 3.8 .41 2.23* 



























 M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 2.6 .85 3.5 .56 3.6 .69 12.98*** 

























Table5-22 教員と SC 協働における生徒指導会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 94 3.6 .74 189 3.3 .66 3.53** 
副校長 81 3.5 .74 202 3.5 .69 .91 
教頭 198 3.6 .67 85 3.3 .73 3.10** 
主幹教諭 53 3.8 .64 230 3.4 .71 1.01* 
生徒指導主事 239 3.6 .67 44 3.1 .75 2.47* 
通級指導教員 16 3.8 .66 267 3.5 .70 1.80 
養護教諭 148 3.6 .65 135 3.3 .72 3.74*** 
担任 117 3.5 .61 166 3.5 .76 .74 
相談担当 99 3.5 .64 184 3.4 .72 2.91** 
SC 43 3.9 .54 240 3.4 .71 4.51*** 
SSW 4 4.2 .54 278 3.5 .70 2.07* 


















Table5-23  教員間協働における生徒指導会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
T 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 56 4.0 .48 129 3.8 .57 3.14** 
副校長 21 3.9 .49 164 3.8 .57 .06 
教頭 198 4.0 .51 85 3.7 .58 3.23*** 
主幹教諭 53 3.9 .46 230 3.9 .56 .29 
生徒指導主事 239 3.9 .50 44 3.7 .71 1.82 
通級指導教員 16 3.9 .55 267 3.8 .54 .54 
養護教諭 148 4.0 .53 135 3.8 .53 3.44*** 
担任 117 3.9 .50 166 3.8 .57 .94 
相談担当 99 4.0 .49 184 3.8 .57 2.65** 
SC 43 4.1 .43 240 3.8 .55 2.67** 
SSW 4 4.1 .49 278 3.9 .55 1.03 






























 M SD M SD M SD 
教員と SC 協働 3.3 .78 3.5 .59 3.7 .66 4.81*** 




















Table5-25  教員と SC協働における教育相談会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（Ｓ
Ｄ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 56 3.6 .70 129 3.4 .70 1.61 
副校長 21 3.7 .54 164 3.5 .72 1.53 
教頭 57 3.6 .69 128 3.4 .70 1.44 
主幹教諭 23 3.8 .54 162 3.4 .71 2.24* 
生徒指導主事 48 3.7 .60 137 3.4 .72 2.47* 
通級指導教員 17 3.5 .48 168 3.5 .72 .31 
養護教諭 81 3.5 .64 104 3.5 .75 0 
担任 71 3.6 .56 114 3.4 .77 2.00* 
相談担当 85 3.5 .62 100 3.4 .77 1.00 
SC 41 3.8 .46 144 3.4 .74 4.10*** 
SSW 4 3.7 .31 181 3.5 .71 .54 

















Table5-26  教員間協働における教育相談会議の参加者の平均得点（Ｍ）と標準偏差（ＳＤ） 
  参加 不参加 
t 
  ｎ M SD ｎ M SD 
校長 56 4.0 .48 129 3.8 .57 3.14** 
副校長 21 3.9 .49 164 3.8 .57 .06 
教頭 57 4.0 .49 128 3.8 .57 2.86** 
主幹教諭 23 4.0 .45 162 3.8 .57 1.31 
生徒指導主事 48 4.0 .45 137 3.8 .58 2.24* 
通級指導教員 17 3.8 .29 168 3.8 .58 .21 
養護教諭 81 3.9 .51 104 3.8 .60 .59 
担任 71 3.9 .47 114 3.8 .60 1.51 
相談担当 85 3.9 .48 100 3.8 .62 .18 
SC 41 3.9 .50 144 3.8 .57 1.3 
SSW 4 4.0 .12 181 3.8 .56 .56 

















Table5-27  SC の職員室机の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 






 M SD M SD 
教員と SC 協働 3.4 .62 3.6 .53 2.43* 




「SC を親睦会に誘う有無」において，教員と SC 協働（ｔ（318）＝4.76，p<.001）,教
員間協働（ｔ（318）＝2.31，p<.05）に有意な差が見られ，教員と SC 協働，教員間協働
とも SC を親睦会に誘うが，誘わないよりも有意に高かった（Table5-28）。 
 
Table5-28  SC の職員室机の有無別の「教員と SC協働」，「教員間協働」の平均得点（Ｍ）と   
標準偏差（ＳＤ） 






 M SD M SD 
教員と SC 協働 3.3 .69 3.7 .56 4.76*** 









4. 教員と SC 協働および教員間協働と学校支援における各要因の関連のまとめ 
人口学的要因である「地域の特色」，支援体制要因である「学校全体の学級数」「1 週間で
の授業準備時間」では，教員と SC 協働において，大都市近郊，12～23 学級，1 週間の授














SC の勤務状況では，教員と SC 協働において取り上げた全ての状況に有意な差が見られ，
SC の職員室机が有る方が無いよりも，SC を懇親会に誘う方が誘わないよりも有意に教員
と SC 協働が高かった。 
教員間協働において取り上げた全ての状況に有意な差が見られ，SC の職員室机が有る方




















Figure5-1 学校支援体制から教員間および教員 SC 間の協働を促進する効果モデル 
 
































差の検討では小学校で授業準備時間が殆どなく，高等学校では 11 時間以上が多く見られた｡ 
 各学校の特徴（学級数，地域の特色，1 週間での授業準備時間）と教員と SC 協働の関連
性において，1～11 学級，農村・漁村地帯，1 週間での授業準備時間がほとんどない学校よ



































































































































と SC 協働のみならず，教員間の関係にも影響を及ぼすことが推測された。 
 以上より，会議の開催や SC への配慮は，教員と SC 協働のみならず，学校全体の協働を
活性化させると考えられた。 
 

























































































第２項. 教員間協働と教員と SC 協働の特徴 
 本研究において，様々な角度から，教員間協働と教員と SC 協働を見てきた。その中で，
教員間協働と教員と SC 協働には，いくつかの特徴や相違点が見られた（第 3 章 1 節）。 
 従来，教員間と教員と SC 協働を，生徒指導や教育相談の各分野で研究してきたために，
包括して研究されることが無かった（第 2 章 5 節）。そのため，協働の定義についても，各







































第３項. 教員間協働と教員と SC 協働を規定する要因（より良い協働を構築するために） 
これまで教員間協働と教員と SC 協働を取り巻く全体像と，両協働の特徴について述べて
きた。本項ではこれらの知見をもとに，より良い協働を構築し，児童生徒支援に活かして
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資料１ 第 3章 1節 属性と次元のサブカテゴリ，カテゴリ，カテゴリグループ数 
Table7-1 属性と次元（学校内における教員と SC協働）により再構成したサブカテゴリ，
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 







と SC の出席 
サブカテゴリ 111 60 12 
カテゴリ 27 18 9 
カテゴリグループ 5 8 3 
SC の 
情報把握 
サブカテゴリ 17 66 53 
カテゴリ 6 15 25 
カテゴリグループ 4 9 13 
教員の立場 
サブカテゴリ 87 112 23 
カテゴリ 25 22 11 
カテゴリグループ 11 6 4 
教員の負担 
サブカテゴリ 11 2 8 
カテゴリ 7 1 5 
カテゴリグループ 3 1 2 
SC の仕事 
サブカテゴリ 129 213 112 
カテゴリ 25 70 36 
カテゴリグループ 9 16 14 
不登校の 
対応 
サブカテゴリ 6 48 9 
カテゴリ 3 14 2 
カテゴリグループ 1 4 1 
外部連携 
サブカテゴリ 9 8 1 
カテゴリ 5 2 1 




サブカテゴリ 14 6 7 
カテゴリ 7 3 6 




サブカテゴリ 22 14 19 
カテゴリ 10 6 9 
カテゴリグループ 7 4 4 
SC 机の位置 
サブカテゴリ 7 10 18 
カテゴリ 5 2 1 
カテゴリグループ 2 2 2 
教員支援 
サブカテゴリ 64 33 13 
カテゴリ 21 11 12 
カテゴリグループ 3 3 5 
SC への 
働きかけ 
サブカテゴリ 25 11 4 
カテゴリ 13 7 4 
カテゴリグループ 3 3 3 
  
Table 7-2属性と次元(学校外における教員と SC協働)により再構成したサブカテゴリ， 
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 









サブカテゴリ 32 13 28 
カテゴリ 11 8 9 
カテゴリグループ 4 2 4 
学校規模 
サブカテゴリ 14 14 17 
カテゴリ 5 4 5 
カテゴリグループ 4 3 4 
 
Table 7-3属性と次元（教員と SC協働に関する要因）により再構成したサブカテゴリ，  
カテゴリ，カテゴリグループの数 
属 性 カテゴリ 
















サブカテゴリ 17 5 2 11 
カテゴリ 6 1 2 5 
カテゴリグループ 4 1 2 5 
学校危機の
対応 
サブカテゴリ 2 5 0 0 
カテゴリ 1 2 0 0 
カテゴリグループ 1 1 0 0 
異職種理解 
サブカテゴリ 9 6 5 3 
カテゴリ 2 1 1 2 
カテゴリグループ 2 1 1 2 
教員間の 
関係 
サブカテゴリ 19 4 3 4 
カテゴリ 3 3 2 4 




サブカテゴリ 15 13 0 1 
カテゴリ 5 9 0 1 












属 性 カテゴリ 
次 元（SC経験） 
若手 SC 中堅以上 SC 
学校理解 
サブカテゴリ 7 19 
カテゴリ 2 8 




サブカテゴリ 8 37 
カテゴリ 9 11 




サブカテゴリ 35 80 
カテゴリ 11 29 
カテゴリグループ 7 8 
教員との 
関係 
サブカテゴリ 46 44 
カテゴリ 9 13 
カテゴリグループ 5 8 
情報管理 
サブカテゴリ 5 24 
カテゴリ 2 9 




サブカテゴリ 16 12 
カテゴリ 1 3 




サブカテゴリ 5 30 
カテゴリ 2 7 





















属 性 カテゴリ 
次 元（SC・教員の専門性） 
SC の専門性 教員の専門性 
位置づけ 
サブカテゴリ 1 2 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
役割 
サブカテゴリ 23 62 
カテゴリ 10 24 
カテゴリグループ 4 9 
予防活動 
サブカテゴリ 13 21 
カテゴリ 7 14 
カテゴリグループ 6 3 
SC の 
活動範囲 
サブカテゴリ 37 15 
カテゴリ 14 8 
カテゴリグループ 5 5 
専門性の 
研修 
サブカテゴリ 55 0 
カテゴリ 10 0 
カテゴリグループ 3 0 
専門家として
の期待 
サブカテゴリ 10 4 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
専門文化 
サブカテゴリ 38 23 
カテゴリ 13 9 
カテゴリグループ 7 5 
協働への 
姿勢 
サブカテゴリ 30 17 
カテゴリ 16 12 


















属 性 カテゴリ 
次 元（カウンセラーの支援形態） 
学 校 個別相談機関 
対象者の 
特徴 
サブカテゴリ 1 1 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
対象とする
範囲 
サブカテゴリ 11 1 
カテゴリ 5 1 
カテゴリグループ 2 1 
他職種との
方向性 
サブカテゴリ 8 4 
カテゴリ 4 1 
カテゴリグループ 2 1 
カウンセラ
ーの役割 
サブカテゴリ 17 7 
カテゴリ 3 3 
カテゴリグループ 2 2 
組織形態 
サブカテゴリ 18 1 
カテゴリ 6 1 
カテゴリグループ 3 1 
情報共有 
サブカテゴリ 1 1 
カテゴリ 1 1 
カテゴリグループ 1 1 
スタッフ 
サブカテゴリ 7 1 
カテゴリ 3 1 





















属 性 カテゴリ 
次 元 
小学校 中学校 高等学校 
会議の 
在り方 
サブカテゴリ 1 1 1 
カテゴリ 1 1 1 
カテゴリグループ 1 1 1 
児童生徒 
への対応 
サブカテゴリ 4 7 8 
カテゴリ 3 3 1 
カテゴリグループ 3 2 1 
学歴コンプ
レックス 
サブカテゴリ 1 1 5 
カテゴリ 1 1 2 












サブカテゴリ 8 4 
カテゴリ 3 3 
カテゴリグループ 1 1 
教員の 
特徴 
サブカテゴリ 1 4 
カテゴリ 1 3 
カテゴリグループ 1 1 
児童生徒の 
支援体制 
サブカテゴリ 6 10 
カテゴリ 5 10 















資料２ 第 3章 2節 学校内の協働や学校支援の背景となる状況やコアカテゴリ例 
 
Table 7-10 SCの専門性の次元（SC・教員の専門性）に含まれる状況やカテゴリ例 


































































Table 7-11 教員の専門性の次元（SC・教員の専門性）に含まれる状況やカテゴリ例 











































































学   校 個別相談機関 







































Table 7-13 SCから見た学校種の特徴のコアカテゴリ（学校種）に含まれる状況や 
カテゴリ例 
属 性 
次 元 の 様 式 












































































































































岡山大学大学院教育学研究科 教育臨床学講座   
〒700-8530 岡山県岡山市北区津島中 3-1-1  
































































































































































































































































































1. あなたの勤務経験年数 (2014年4月以降) 
(1)５年未満  (2)５年～10年未満 (3)10年～15年未満 (4)15年～20年未満 (5)20年以上 
2. 性別 (1)男性    (2)女性 
3. 校種 (1)小学校(2)中学校 (3)高等学校 (4)幼稚園  (5)特別支援学校  (6)その他（     ） 
4. 役職 (1)講師  (2)教諭  (3)主幹(席)教諭 (4)副校長 (5)教頭  (6)校長  (7)養護教諭  
(8)指導教諭，(9)その他（          ） 
5. 経験校務分掌（複数回答可） 






































1. 学校全体の学級数  (1) 1～5学級 (2)6～11学級 (3)12～17学級 (4)18～23学級 (5)24
学級以上 
2. 学校の全教員数   (1) 19人以下 (2)20～29人  (3)30～39人   (4)40～49人   (5)50
人以上 
3. 地域 （             ）都道府県  
4. 地域の特色   (1)都市部   (2)大都市近郊   (3)地方都市    (4)農村・漁村地帯 
5. 勤務時間内の授業準備時間（1週間）(1)殆どない (2)1～４時間 (3)5～10時間 (4)11～14時間 
(5)15時間以上 
6. 非常勤講師の机の有無    (1)有    (2)無 
7. 非常勤講師を親睦会に誘う  (1)誘う   (2)誘わない 
 
F２回答者の学校支援体制についての質問 
 1.ケース会議  有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回  (7)１年に1
回   
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭  (8)担任  (9)相談担当  (10)スクールカウンセラ  ー (11)スクール
ソーシャルワーカ  ー 
(12)その他（              ） 
 2.生徒指導会議 有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回  (7)１年に1
回   
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭  (8)担任  (9)相談担当  (10)スクールカウンセラ  ー (11)スクール
ソーシャルワーカ  ー 
(12)その他（              ） 
3.教育相談会議 有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回  (7)１年に1
回  
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭  (8)担任  (9)相談担当  (10)スクールカウンセラ  ー (11)スクール
ソーシャルワーカ  ー 
(12)その他（                ） 
4.その他 (                         ) 有無（いずれかに○）  有定期  有不定期   無
   
頻度（いずれかに〇）(1)週1回 (2)2週間に1回 (3)月1回 (4)1学期に1回 (7)１年に1
回   
208 
 
参加者（全参加者に○）(1)校長  (2)副校長  (3)教頭  (4)主幹教諭  (5)生徒指導主事  (6)通
級指導教員   (7)養護教諭 (8)担任 (9)相談担当 (10)スクールカウンセラ  ー(11)スクールソー
シャルワーカ  ー 




(1) 常駐 (2)週2から 3回 (3)週1回 (4)2週間に 1回 (5)月1回 (6)1学期に 1回 (7)
１年に1回  
(8)不明 (9)その他（         ） 
2. 1回の勤務時間 (1)2時間以内 (2)2～4時間 (3)5～6時間 (4)6～8時間 (5)8時間以上 
3. スクールカウンセラーの窓口担当の校務分掌 
(1)管理職  (2)教育相談担当教員  (3)生徒指導主事   (4)養護教諭  (5)特別支援担当  
(6)不明  
(7)その他（                      ） 
4. スクールカウンセラーの職員室机設置    (1)有    (2)無 
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